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旅客の需要に対する供給対策ついて
2024年5月17日

タクシー事業者としては、曜日・時間帯・天候などによる一時的な需要の増加に対しては、

タクシー乗務員を増員しタクシーの供給力を上げることを大原則と考えています。

よって、日本交通グループ関西では、乗務員採用を最も重要な取り組みと位置づけ、

今事業年度においてのタクシー乗務員の新規採用人数は、612人（新卒採用18人を含む）を見込んでいます。

これにより大阪市域における日本交通グループ関西の実働率は、約15％増加させることが出来ました。
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2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

20.6～21.5 21.6～22.5 22.6～23.5 23.6～24.5

延 稼 働 台 数 88,506 99,337 102,825 118,506

新規採用人数 58人 151人 336人 612人
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2024年5月17日

一方で、自然災害や交通障害などによる突発的な高需要に対しては、タクシーの供給不足が発生する事があります。

タクシーの供給不足の解消を目的として、道路運送法78条3号の適用により「自家用車活用事業」（以下、日本型ライドシェア（NRS））

が創設されました。日本交通グループとしては、この新しい制度を活用していく考えであります。
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日本型ライドシェア（NRS）の取り組みついて

日本交通グループでは最も重要な課題として以下の3点であると考えます。

①旅客の安全確保

○運行管理 ○整備管理 ○労務管理（健康管理）

②NRSドライバーの確保と運行前教育

○募集採用活動 ○タクシードライバーと同等レベルの初任指導

③NRS実施後の実績の集計及び効果測定

次により効果的な制度とする為の検討が必要と考えています。
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①旅客の安全確保

永年にわたり培ってきたタクシー会社のノウハウをもって厳格な管理体制を構築できます。
ITを活用した遠隔点呼とその記録、アプリを活用した受注配車による運行記録のデジタル化、
事業用車両を専門とした整備士とその体制、通常のタクシー乗務員と同様に労働時間・休憩時間・休息時間を管理し、
勤務前にはアルコール検査・体温の測定などを行い健康状態を確認した上で運行の是非を判断します。
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②NRSドライバー確保と運行前教育

3月29日に関東他の地域を対象に発出された国交省通達を受け、近く大阪地区も対象になると予測し
4月2日にはLPサイトなどを開設し、プレ採用活動をスタート。5月15日時点で約40名のNRSドライバーを採用しています。

また、この間の応募者数は、318名であり、自家用車活用希望者42％、
タクシー会社の用意する車両を借りて勤務したいと希望する者は58％でした。

新しく創設された自家用車活用制度（ライドシェア）、新しい勤務の形には興味があるが、自身が所有する自家用車は
活用しない又は活用したくない、或いは自家用車を所有していない人物が多い結果となっています。

NRSドライバー採用の合否判定は、タクシー乗務員の採用と同じくあらかじめ健康状態を確認した上で行っています。
従って、一定数は残念ながら採用を見合わせています（8ページ参照）

運行前教育は、e-learning(イーラーニング)（9ページ参照）やNASVAによる運転手適性診断（10ページ参照）
更には、タクシー会社職員による同乗運転指導を実施。有償運送従事者であることをしっかりと理解させます。
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中央区
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③NRS実施後の実績の集計及び分析

5月10日(金)を期日に、タクシー事業者に対して意向調査が行われ本資料作成時点（5月15日）では、

各社の割り当て数も未確定、確定後も近畿運輸局に対して認可申請を行い、認可まで約1週間を要します。

まだ新制度の運用も始まっていない現段階で、制度見直しの議論は拙速であると考えます。

まずは現行法・現行制度に基づいて日本型ライドシェアの運行を行い、実績データを収集し

供給不足はどの程度解消されたのかを検証する必要があります。

また、前述の通り有償旅客運送は、安全運行を最優先するべきものです。

自家用車活用であってもタクシー会社が管理することが最善・最良であると考えます。
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今後、自家用車活用事業の事業許可を受け次第、

5月下旬～6月上旬には日本型ライドシェア車両の稼働をスタートする予定です。

NRSドライバーの募集採用、NRS車両の点検・機器取付、

運行管理者が行う遠隔点呼の様子など当社グループ営業所に見学にお越しください。
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